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はじめに
　インドが経済自由化の道に大きく踏み出した1991年７月の新経済政策から，
ほぼ20年が経過した。その間，絶えず高い経済成長率を順調に維持してきたと
いうわけではないものの，インドは確実に経済発展を遂げている。とりわけ
2003年度から世界金融危機が発生する前年の2007年度までの５年間は，平均で
8.9％という高い GDP 成長率を記録している（Government of India［2010a: 
A-7］）。これは1947年の分離独立以降にインド経済が記録した５年間の平均経
済成長率ではもっとも高い数値である。このようななかにあって，経済・社会
政策で今日のインド政府が力を入れているのが「包摂的成長」（inclusive 
growth）の実現である。「包摂的成長」が政府の取り組む課題として政策文章
に正式に提示されたのは，2006年12月に発表された第11次５カ年計画のアプ
ローチペーパー『より速い，より包摂的な成長に向けて』（Government of 
India［2006b］）であった。そのエッセンスは，経済成長の恩恵が社会の隅々
に行き渡ることを目指すものであるが，裏を返せば，現状として，2000年代中
盤の高い経済成長率をもっても，開発途上にあるインドの経済は今なお大きな
問題を抱えたままであることを示している。その問題とはすなわち，貧困問題
インドの非組織部門における
労働組合の組織化考
太　田　仁　志
早稲田商学第 428号
2 0 1 1 年 3 月
719
204 早稲田商学第 428 号
である。
　途上国の労働市場の文脈では，貧困は失業や不完全就業の問題と関連付けて
捉えることができる。低所得者には失業自体が贅沢な状態であり，労働市場で
はおのずと不完全就業や低賃金労働者の存在としてクローズアップされること
になる。これらはインドでは，非組織部門（unorganised sector）をめぐる論
点として議論されている。非組織部門は，後にみるように一応，統計の定義と
して与えられており，おおむね規模10人に満たない民間組織を指す。インドで
は９割以上が非組織部門労働者・非組織労働者である。非組織部門はとりわけ
1990年代末以降，インド政府の大きな関心事で，実際，非組織部門労働者への
最低限の保護を保証する包括的法制に関する提言を目的の１つとして，1999年
に第２次全国労働委員会（SNCL）が組織されている。非組織部門は SNCL が
検討する６つの領域の１つでもあった。また，2004年に組織された非組織部門
企業全国委員会（NCEUS）は，雇用・労働を含む小規模零細企業の成長に関
して報告・提言を行うものであったが，NCEUS はまさに非組織部門を正面か
ら取り上げた委員会である。これらからうかがわれるように，インドの今日の
労働政策における最重要課題は非組織部門をめぐるものである。
　筆者はこれまでにインドの雇用・労使関係の動向を分析してきた（太田
［2001; 2006; 2009］）が，本稿では上記のような非組織部門における労使関係に
注目する。多くの場合，非組織部門の労働条件は組織部門より劣っており，
ディーセント・ワークからは程遠い絶対的に劣悪なものも存在する。労働組合
の最大の目的は労働条件の改善であるから，労働組合による非組織部門での組
織化や取り組みは，その労働条件の改善に不可欠なはずである。また非組織部
門・非組織労働者が労働力人口の９割を占めていることからも，その労使関係
の検討はインドの雇用・労使関係を考える上でもきわめて重要である。日本で
はインドの非組織部門における労使関係や労働組合の取り組みに十分な研究関
心が払われてきたとはいい難い。本稿はそのギャップを埋めるとともに，イン
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ドの雇用・労使関係における非組織部門の特性を明らかにすることを試みるも
のである。なお，明示的ではない部分もあるが，本稿では組織部門の雇用・労
使関係との比較を分析の視点として意識した。
　本稿の構成は次のとおりである。第１節ではインドの非組織部門および非組
織労働者の特性をみる。そこでは非組織部門・非組織労働者の組織化に関する
簡略な視点も提示している。第２節では労働組合による非組織労働者の組織化
について論じている。非組織部門の組織化を表す統計がないことから，そこで
は間接的に垣間みることのできる論点を提示し，また先行研究のレビューを通
じてその組織化を検討している。第３節は非組織部門・非組織労働者の組織化
をめぐる政治経済論である。そこで扱うのは，福祉基金制度創設型の組織化，
独立系労働組合，そして協同組合等の社会組織と労働組合とのかかわりについ
て，である。最後にむすびで非組織部門における組織化のモデルについて言及
する。
第１節　非組織部門と組織化のネクサス
　本節ではインドにおける非組織部門の特性を示し，また非組織であることと
労働組合の組織化との関連についてみる視点を提示する。
⑴　非組織部門の輪郭
　非組織部門の特性を一言で表すなら，均一ではない（heterogeneous）とい
うことに尽きる。非組織部門の規模はインドの９割以上を占めるので考えてみ
ればあたりまえであるが，職業，雇用形態（自営，日雇，請負等），賃金水準，
産業・業種，州・地域，都市・農村，定住型・マイグレーション型，労働組合
の有無，性別，カースト等において，非組織部門は多様である。多くの場合，
非組織部門の労働条件は組織部門より劣っており，ディーセント・ワークから
は程遠い絶対的に劣悪なものも存在する。法の履行すらままならないこともし
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ばしばである。非組織部門は一般に，低生産性を特徴とする低付加価値部門で
ある。これらから容易に推測されるように，「非組織（部門）」は開発途上国に
関して用いられる「インフォーマル（・セクター）」としばしば同義で扱われ，
実際，インドの政策レポートや政策文章，また研究者・専門家も両者を区別し
ないことが多い⑴。
　非組織部門の把握に関して，インド政府もその定義の問題や難しさを当然認
識している。この認識は雇用や労働に関する実態報告や提言を目的に，政府か
ら委任される専門委員会の報告書等にみることができる。非組織部門への政策
的関心が大きく高まった1990年代末以降に発表された専門委員会の報告では，
とりわけ1999年に組織された第２次全国労働委員会（SNCL）による Govern-
ment of India［2002］と，2004年に組織された非組織部門企業全国委員会
（NCEUS）による一連のものが重要である。SNCL は非組織部門の定義づけが
困難なことを認め，その特徴として次の諸点を挙げている。すなわち非組織部
門は，低い組織度，労働関係がその時々／不定期であること，小規模自営，家
族所有企業あるいは零細企業・事業体であること，固定資産やその他の資産を
自己所有すること，家族メンバーの関わりがあること，参入と退出が容易であ
ること，部門間移動が自由であること，地場の資源および技術の利用，雇用保
障および社会保障の欠如，労働集約的技術を使用していること，政府からの援
助の欠如，などを特徴としている（Government of India［2002］）。
　それでも，何らか理由で非組織部門を把握しようとすると統計的になること
になる。そしてその定義は通常，事業所の従業員規模を基準としている。それ
によると，非組織部門は組織部門ではない，組織部門の残余と定義される。そ
の組織部門はすべての公企業と，農業をのぞく従業員規模25人以上および任意
の報告ベースで規模10～24人の民間組織である。本定義による非組織部門の規
模は2001年には全労働者の93.25％であった（IAPR［2009: 193］）。規模10～24
人の事業所に関する報告が任意なのは，1959年職業紹介（強制的欠員通告）法
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が景気変動等で生じた欠員を補充する際に公共職業安定所に求人数および職種
を報告することを，従業員規模25人までの事業所に義務づけていることに関係
している。したがって，規模10～24人の事業所の分類は恣意的なものである。
　また，NCEUS は2009年の最終報告書『インドの雇用の挑戦：インフォーマ
ル経済のパースペクティヴ』で，「非組織部門」および「非組織労働者」
（unorganised workers）を次のように定義し，その規模を提示している⑵
（NCEUS［2009］）。
・「非組織部門」は，所有者またはパートナーシップによる経営で，また従業
員規模10人未満で財・サービスの販売や生産を行っている，個人あるいは家
族が所有する，法人組織ではないすべての民間企業からなる。
・「非組織労働者」は，非組織企業あるいは家庭で仕事をする，社会保障給付
を受ける正規労働者ではない労働者，また，使用者による雇用保障・社会保
障給付のない組織部門⑶の労働者からなる。
　この定義による非組織部門および非組織労働者の規模をまとめたのが表１で
ある。本データは全国標本調査による雇用・失業状況に関する第55回および第
61回全国標本調査（NSS）の個票データを用いて算出されたものである。雇用・
失業調査は５年に１度しか実施されないため，その間の状況については議論で
きないが，非組織部門・非組織労働者が拡大趨勢にあるようであることは確認
できる。表１によると，非組織労働者は2004/2005年には全体の92.3％を占め
ており，また組織部門であっても46.2％の労働者が非組織労働者であった。非
組織部門は全労働者の86.3％である。なお，就業形態では都市部の４～５割，
農村部の６割が自営（self-employed）である（Government of India［2006a］）。
　産業を大分類でみると，2004/2005年には農業が非組織部門の64.02％，工業
が15.28％，サービス産業が20.61％を占めている。非組織労働者の約８割は農
村に所在しており，性別では35％ほどが女性である。この35％という女性比率
は全労働者における女性比率よりも高く，非組織部門の女性比率は組織部門よ
723
208 早稲田商学第 428 号
りも高いことを意味している。ただし都市部での女性非組織労働者の比率は全
労働者の比率よりも低い。業種別では，非組織労働者の多い上位12業種で非組
織労働者の約95％を占めている。非組織労働者の比率がもっとも大きい個別業
種は先にみたように農業で，64.02％を占める。以下，小売業が8.68％，建設業
が4.98％，陸上運輸・運送業が3.26％，繊維産業が1.89％，被服業が1.61％，そ
の他コミュニティ・社会・個人サービスが1.39％，ホテル・レストランが1.34％，
木材品製造（家具を除く）が1.27％，卸売業が1.20％となっている（NCEUS
［2008: 30-33］）。
　以上が統計を用いて確認できる非組織部門の輪郭である。次項では，均一で
はないにもかかわらず「非組織」という一言で括られている点を手がかりに，
非組織部門の組織化を考えてみたい。
⑵　非組織部門の組織化のネクサス
　インドの非組織部門はそもそもなぜ「非組織」とされるのか。問いをこのよ
表１　組織／非組織部門と雇用形態の関係
1999/2000年
非組織労働者 組織労働者 計
非組織部門 ３億3970万人（99.5％） 180万人　（0.5％） ３億4150万人（100.0％）
組織部門 2310万人（42.1％） 3180万人（57.9％） 5490万人（100.0％）
計 ３億6280万人（91.5％） 3360万人　（8.5％） ３億9640万人（100.0％）
2004/2005年
非組織労働者 組織労働者 計
非組織部門 ３億9180万人（99.6％） 140万人　（0.4％） ３億9320万人（100.0％）
組織部門 2890万人（46.2％） 3370万人（53.8％） 6260万人（100.0％）
計 ４億2070万人（92.3％） ＊3500万人　（7.7％） ＊４億5570万人（100.0％）
出所） 　NCEUS［2009, 13（Table 2.3）］。数値はNCEUSが Government of India［2000; 2006a］のデー
タを用いて算出。
注）　NCEUS［2009, 13（Table 2.3）］を一部修正。端数処理のため＊は合計値に一致していない。
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うに立てれば，非組織部門を統計の定義として捉えることに無理があることは
明白である。「Organise」という語には，その行為の背景に何らかの意図があっ
たり，その行為が何らかの秩序なり構造・機構なりをもたらすものであったり，
時に効率の向上を目指すものであったりする行為である。したがって「unor-
ganised」＝非組織であることはそれらの状況とは離れた状態を意味し，それ
は事業所の従業員規模で区切られるものではない。しかしそれを事業所規模で
区切っているという点から，非組織とされる理由を推測するとしたら，会社組
織・企業に組み込まれていない，あるいは会社組織・企業の一員として編成さ
れていないことに求めることができるだろう。たとえば自営業など，使用者と
労働者の雇用関係が必ずしも成立していない，あるいは明確ではないような状
況がこれにあたる。
　しかし労働の編成は何も会社組織によるものだけでなく，産業・業種や職業
等のレベルで，また，行政の次元でも議論が可能である。前者の産業等のレベ
ルでは，たとえば建設業や廃品回収者などという単位で労働の編成をみること
になる。後者の行政の次元での労働の編成としては，労働法制や社会保障政策
など労働者の厚生を高めるような労働・社会政策を通じて行われる。佐藤
［2008: 43］は国家論的な観点から国家の浸透との関連で非組織部門に注目する
が，非組織部門の組織化は，国（政府）・行政の取り組みも重要となることが，
ある意味で当然の帰結として導かれる。労働に関する「非組織」とは，会社組
織・企業や産業・業種・職業等のレベル，また行政という次元で，組織化され
ていない＝組み込まれていない，あるいは組み込みが弱いと位置づけることが
できるだろう。
　インドにおいて「非組織部門」が注目されるのは，「はじめに」で触れたよ
うなことを含めて，非組織部門に問題があるからで，その問題とは相対的に低
い，また時に絶対的に劣悪な労働条件である。そこで非組織であることと，劣
悪な労働条件との関連を議論する余地が生まれる。劣悪な労働条件は組織化に
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よって改善されるのだろうか。労働組合が取り組むことはまさに労働条件の改
善であるので，労働組合による（非組織部門の）組織化の意義は大きいが，ど
のように労働条件を改善するか，改善の経路についてもみる必要があるだろ
う。前段でみたように，会社組織・企業や産業・業種・職業等のレベルで，ま
た行政の次元で労働が（前段の意味で）組織化・編成されていれば，そこでの
組合による働き掛けが労働条件改善の経路となる。しかしその編成がないある
いは弱い場合（＝非組織）は，その経路の構築＝組織化が必要である。つまり，
労働組合による非組織部門の組織化は，労働者の組織化に加えて，経路構築と
いう意味での組織化も必要になる。労働組合がすることは通常，組合が組織さ
れていない未組織を組織することであって，非組織を組織することではない。
非組織の組織化には労働組合が未組織を組織化すること以上のものが必要とさ
れる。ここに労働組合による非組織部門の組織化の難しさがあると考えられ
る。
　他方，労働に関する非組織部門は，より大きな文脈では貧困問題に関連して
いる。したがって貧困削減に取り組む NGO や協同組合，マイクロファイナン
スの普及に力を入れる組織による取り組みも，非組織部門の組織化である。行
政の取り組みとしてインドでは女性の自助組織（SHG）を促進するものがある
が，これも同様である。Dreze and Sen［2002］が提示する視点を踏まえつつ
展開される佐藤宏の一連の論考（佐藤［2001; 2003; 2008］）では，労働組合は
草の根・末端社会における公共性の確保に重要な中間組織の１つという位置づ
けであるが，非組織部門の組織化において労働組合とその他の中間組織との間
に摩擦や軋轢が生ずる可能性が存在する。
　以上は，労働組合の非組織部門・非組織労働者の組織化に関する簡略な視
点・おおよそのフレームワークと位置づけることができる。次節では労働組合
による非組織部門・非組織労働者の組織化を検討する。
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第２節　労働組合による非組織部門の組織化
　本節では労働組合による非組織部門の組織化を論ずるが，その前に，まず第
１項でインドの労働組合および労使関係の特性に触れる。続く第２項では労働
組合の組織化趨勢について，そして第３項では先行研究を手がかりに，非組織
部門・非組織労働者の組織化の特性を明らかにする。
⑴　インドの労働組合および労使関係の特性
　インドの労働組合が得意としてきた労働者の組織化は組織部門においてであ
る。その労働組合の特性をまとめると次のようになる。
　インドではとくに大企業（およびその事業所）や同一産業に複数の組合が存
在している。この複数組合の存在は労働組合の政治政党による系列化とも関連
している。労使関係の特性としては，国家・政府⑷による規制が強く，歴史的
に政府による労使関係への介入が頻繁にみられた。また，1990年代の経済自由
化以降，労働組合の影響力の低下は顕著であると指摘されるが，その背景とし
て，経営による労働組合排除の取り組み，組合に内在する問題による相対的弱
体化，政府や司法のスタンスの変化，産業構造・就業構造の変化，そして，働
く人や社会における意識変化，を挙げることができる。ただし，労働組合の影
響力が低下してきているといっても，決して非力になってしまったわけではな
い。実際，産業界より修正要求の強い1947年労働争議法における解雇やレイオ
フに関する条項は未修正のままで，また大規模公企業の民営化を滞らせるな
ど，労働組合の影響力はいまだ健在である（太田［2006; 2008; 2009: 82-83］）。
　インドの労働組合の組織化は，労働組合の登録や権利を定める1926年労働組
合法に基づく。本法の下での登録によって労働組合は法人格が与えられ，動
産・不動産の所有が可能になり，また一定の民事および刑事免責が認められる。
登録をすると年次報告書の提出を求められる。2001年に改正（施行は2002年）
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されるまでは労働者７人で労働組合の登録が可能であったが，改正により，登
録には労働者７人以上で，かつ当該組織または当該産業に従事する労働者の
10％または100人以上のいずれか少ない人数の組織化が必要となった。小規模
の組織では労働組合を登録することができなくなったことになる。この改正の
背景には，組合の乱立による労使関係の混乱を防ぐねらいがあったが，事業所
の従業員規模を定義とする非組織部門での労働組合の組織化が本改正の結果で
きなくなったことを意味する。ただし一般には，非組織部門・非組織労働者の
組織化は産業レベルや業種ごとに行われることが多いと考えられ，そこでの
100人の組織化は決して難しいことではないものと思われる⑸。また，外部指
導者は，組織部門では執行委員の３分の１または５人までのいずれか少ない人
数までが認められている。他方，政府が別に指定する非組織部門では半数まで
の外部指導者が認められる。労働組合法における労働者は当該企業に直接雇用
される労働者に限定されていない。したがってたとえば非組織労働者である請
負労働者の正社員組合への組織化も可能である。労働組合法は組合の登録は定
めるが，中央レベルでは使用者による労働組合の承認は規定しておらず，これ
が上でみた複数組合の一因ともなっている。
　また，インドでは労働の領域は，インド憲法で中央政府と州政府の共通管轄
事項と定められており，一定の範囲内で州レベルでの政策等に関するイニシア
ティヴが認められている。たとえば労働組合の承認については，州レベルでは
マハーラーシュトラ州等で組合の承認に関する法規定がある。フレームワーク
としては中央・全国レベルの労働法制や労働政策が重要で，政労使による３者
構成会議であるインド労働会議も開催されているが，インドの労使関係制度を
中央集権的な仕組みとみることはできない。実際，産業・業種や州ごとに労使
関係は異なるし，企業・事業所単位の労働条件は，とくに民間企業については
そのレベルでの交渉で決定されてきた。1990年代以降から議論されている政策
面での労働改革⑹について，州レベルで「ステレス改革」（reform by stealth，
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忍び足の改革）（Jenkins［1999］，太田［2009］）が進行しているのも，労使関
係が中央集権的ではないことの証左である。前節で触れた非組織部門の特性と
しての不均一性に加えて，このような労使関係の特性により，とりわけ非組織
部門の労使関係の一般化は難しい。
⑵　労働組合による非組織部門の組織化趨勢について
　労働組合による非組織部門の組織化の程度を示す指標はインドにはない。そ
もそも労働組合の組織率についても，統計に問題があるため明確ではない。し
たがって労働組合による非組織部門の組織化やその労使関係の研究は，事例に
よるものが今日のところは中心である。次項において先行文献からその実態を
論ずるが，その前に本項では，太田［2009］から垣間みられる非組織部門の組
織化趨勢を確認する。いずれにしても，労働組合による非組織部門の組織化は，
きわめて限定的である。
　インドでは全国レベルの３者構成や労使２者構成の会議への正式な参加に
は，中央労働組合組織（CTUO，＝ナショナルセンター）⑺と認定される必要
がある。その認定のために，国はこれまでに数回，組織化趨勢に関する調査を
実施している（以下，「CTUO 規模調査」とする）。中央労働組合組織と認定
されるには，４州以上かつ４つの産業・部門で50万人以上の労働者を組織する
必要がある。直近の調査は2002年12月末日と基準とするもので，2007年に暫定
結果が発表された⑻。その前の CTUO 規模調査で中央労働組合組織の確定に
用いられた調査は1989年のものである。太田［2009］では両者を比較すること
で，インドのナショナルセンターの組織化趨勢を明らかにしている。
　1989年と2002年に実施された CTUO 規模調査を比べると，この間にいずれ
かのナショナルセンターの傘下にあるとされる労働組合の組合員数は，大方の
予想に反して1227万人から2460万人へと大幅に増加している（表２）。2002年
調査で中央労働組合組織と認定されたのは12組織にも上り，そのうち100万人
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以上を組織するものは６組織である。CTUO 全体として前回調査からの組織
規模の倍増に大きく貢献しているのは，絶対的な規模は依然として小さいもの
の，農業・農村部労働者（Agricultural and Rural Workers）をはじめとする
非組織部門の組織化であった。組織規模の拡大に近年成功しているナショナル
センターは今日，非組織部門労働者の組織化に力を入れはじめている。
　2002年 CTUO 規模調査からは非組織部門の組織化について直接確認するこ
とができないが，非組織部門あるいは非組織労働者が多いと考えられる産業・
業種での組織化の特性として，その組織化の規模上位５組織はほとんどが５大
ナショナルセンターである⑼。2007年の筆者の聞き取りによると，非組織部門
での組織化について，インド労働連盟（BMS，民族奉仕団〔RSS〕系），全イ
表２　中央労働組合組織（CTUO）の趨勢
CTUO
2002年 1989年 増減（2002年/1989年）
組合員数
うち，農業・
農村部の比率
組合員数
うち，農業・
農村部の比率
全体
うち，農業・
農村部の増減
BMS 6,215,797 21.5％ 3,117,324 11.2％ 1.99 　3.84
INTUC 3,892,011 24.3％ 2,706,451 　4.4％ 1.44 　7.93
AITUC 3,342,213 41.0％ 923,517 　1.9％ 3.62 78.12
HMS 3,222,532 18.0％ 1,477,472 10.7％ 2.18 　3.66
CITU 2,677,979 　4.1％ 1,798,093 　1.7％ 1.49 　3.69
AIUTUC 1,368,535 54.5％ 802,806 46.0％ 1.70 　2.02
TUCC 732,760 74.4％ 230,139 86.6％ 3.18 　2.76
SEWA 688,140 44.2％ ─ ─ ─ ─
AICCTU 639,962 78.9％ ─ ─ ─ ─
LPF 611,506 48.6％ ─ ─ ─ ─
UTUC 606,935 54.7％ 539,523 57.5％ 1.12 　1.07
NFITU-DHN 569,599 68.3％ ─ ─ ─ ─
NFITU-KOL 33,620 13.9％ ─ ─ ─ ─
（出所）　太田［2009: 100］の表３を加工。元のデータは，2002年の数値は CTUO 規模調査（HMS 提
供資料，2007年11月20日）より筆者作成，1989年の数値は Organiser, August 28, 1994, pp. 8-9。
構成比と増減は筆者算出。
（注）　SEWA，AICCTU，LPF，UTUC，NFITU-DHN，NFITU-KOL は，1989年調査での数値はな
い。各 CTUO 名については太田［2009］参照。
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ンド労働組合会議（AITUC，インド共産党〔CPI〕系），インド労働組合セン
ター（CITU，インド共産党（マルクス主義）〔CPM〕系）は非組織部門の組
織化に積極的に取り組む姿勢を示しており，また一定程度の成果を挙げてい
る。表２では AITUC の農業・農村部労働者の拡大がとりわけ目を引く。ヒン
ド労働者連盟（HMS）もその組織化の重要性を認識しているものの，BMS 等
に比べるといくぶん遅れ気味である。インド国民労働組合会議（INTUC，国
民会議派系）は農業・農村部以外では後手に回っている（太田［2009: 101］）。
本調査では CTUO の傘下にない労働組合による組織化は集計に反映されてい
ないものの，非組織部門の組織化には財政や人材などをはじめとする組織の体
力が必要であることは指摘できるだろう（太田［2009: 97-103］）。
　さらに，2002年 CUTO 規模調査で象徴的なのは，女性自営者協会（SEWA）
の CTUO 認定である。SEWA は女性のエンパワメントやマイクロファイナン
スをはじめとする貧困削減への取り組みで世界に知られる，非組織部門に活動
の場を置く労働組合かつ協同組合である。近年のインドの労働組合の組織化に
関して，非組織部門・非組織労働者のみを組織する SEWA が中央労働組合組
織と認定されたことの意義は大きい。また，SEWA に関してもう１点特徴的
なのは，いずれの政治政党の系列下にもないことである。系列の異なるナショ
ナルセンターや労働組合が垣根を超えて共同行動をとることは少なくないが，
政治的配慮を優先するなど，このような政党系列別に分かれた複数組合の存在
がインドの労働運動を弱める方向に作用してきたこともまた事実である。政党
との結びつきを通じて労働組合は政治的影響力を確保してきた側面もある。し
かし近年は，それが難しくなってきている（太田［2009: 115］）。ナショナルセ
ンターが発言力を維持・拡大するには，長らく主要な関心事ではなかった広大
な非組織部門に注目する必要があるのである。
　しかし以上のような動向が垣間みられるとはいえ，統計で把握はできないも
のの，労働組合による非組織部門の組織化は，きわめて限定的であることを改
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めて強調しておく。
⑶　労働組合による非組織部門・非組織労働者の組織化の状況⑽
　労働組合による非組織部門の組織化がインドの学会で注目されはじめたのは
1990年代後半以降であり（太田［2008］），また後にみるように，その組織化に
ついて，注目を集めたイニシアティヴが取られたのも1990年代中盤である。た
だし，ナショナルセンターが非組織部門の組織化に関心を示し始めたのは1980
年代になってからで（Shyam Sundar［2006: 903］），労働組合による非組織部
門労働者の組織化の取り組みは自体は，かなり以前から行われている。たとえ
ばマハーラーシュトラ州では，洗濯業労働者の組織化は1946年に遡り，また頭
に荷物を載せて運ぶ荷役労働者の組織化は1963年であった（Sundaram［1997: 
98-99］）。産業として非組織労働者の多い建設業での組織化のはじめのイニシ
アティヴは，1930年代から1940年代あたりである（Ratna Sen［1997: 338］）。
ナショナルセンターについては，たとえば CITU は1983年のカンプールでの
会議で非組織部門労働者の組織化に関する決議を採択し，1986年５月の会議に
おいて，西ベンガル州の非組織部門労働者の組織を作ることを決定している。
それを受けて，CITUはメリヤス工場，製パン所，保線工手，煉瓦釜，リキシャ
引き，手荷物車運転手，荷役，穀物製粉所，仕立屋，食堂，民間バス労働者と
いった非組織部門の産業・業種での組織化の取り組みを進めることになった
（Ratna Sen［1997］）。
　労働組合による非組織部門・非組織労働者の組織化はどのような状況にある
のだろうか。今日においても非組織部門の組織化が進まないことを考えれば，
その取り組みが非常に困難なことは容易に推測できるだろう。たとえば Datt
［1997］は，都市部における非組織部門労働者の組織化を難しくしているもの
として次の諸点を挙げている。すなわち，①明確な雇用関係がないこと，②生
産の場が小さくまた散在していること，③労働者は異なる労働環境の下で就労
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しているため労働条件の標準化が事実上不可能なこと，④職業分類が明確では
ないこと，⑤教育を受けていなかったり技能水準が低いあるいは職業訓練に乏
しいこと，⑥労働者は資産を保有せず労働組合員として組合費を納めることが
できない，また組合は組合費を納めない組合員に対する継続的な取り組み・支
援に積極的ではないこと，⑦非組織部門における人間関係が親族関係やカース
ト，あるいはその雇用が地域的な結びつきに依存していること，⑧多くの法律
で家内／家庭労働者がその法の定める下での「労働者」に含まれないこと，⑨
雇用が不安定で組合に加入するあるいはかかわると職を失う恐れがあること，
⑩非常に大多数におよぶ家内工業／家事労働に従事する女性労働者にコンタク
トを取れるだけの十分な数の女性労働者（〔潜在的な〕女性の組合活動家・指
導者）がいないこと，そして，⑪国の政策に影響を与えるだけの十分な政治的
あるいは社会的な力がないこと，である。
　Ratna Sen［1997］は主として建設業，ビーディー産業，そして海産物加工
業における共産党系ナショナルセンターの取り組みを中心に整理するなかで，
次の諸点を非組織部門の組織化の問題点と指摘する。まず，とくに建設業と
ビーディー産業では雇用主を特定化することが困難である。地域的に広範囲に
労働者が散在して居住・就労するため彼らを捕捉することも難しい。使用者に
よる正規，臨時，移民，カーストに基づくなどといった意図的な労働者の区分
けによって労働者の団結はより一層困難となるし，また組織化を試みる労働者
は仕事を失ったりあるいはその危険性が付きまとう。組合からの圧力があって
も使用者は労働条件の変更をもちろん拒否しようとする。事業所の閉鎖や移転
が行われればなすすべもない。それぞれの場における組合規模が小さくても物
理的に合併させて一緒にすることは難しい。非組織部門の組織化には非常に長
い時間がかかる一方で成果は乏しいという点も組織化の際に乗り越えなければ
ならない点である。
　Vrijendra［1997］は大規模企業／事業所と比較しながら，小規模企業／事
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業所での労働者の組織化に関する組合外部指導者・活動家の取り組みとして，
次の諸点を指摘する。まず，小規模事業所での労働者の組織化は大規模事業所
と同じようには進まない。大規模事業所をベースとする労働組合でも困難な長
期の闘争は，小規模事業所の組合にはそもそも不可能である。労働者は非識字
者が多く，闘争をやりぬく自信もない。企業という組織内の労使の力関係は，
小規模事業所では使用者が優位にありかつ専有物化されていることから，外部
指導者はより一層の頻繁な介入や定期的な関与が必要となる。適切なリーダー
シップの欠如の問題（Ahmed［1999］）もあるだろう。また，単に事業所レベ
ルの事柄にのみ関心を持つのではなく，政府の政策や問題点のより大きな枠組
みについてみていく必要があるとする。すなわち，小規模事業所での労働者の
組織化は，最低賃金や州営従業員保険法といった使用者による法の未履行に対
してだけでなく，労使関係を律する政府政策に対しても集合的に取り組む必要
がある。組合の結成を使用者が知ると労働者を解雇する恐れがあり，組合結成
時には労働裁判所にアプローチすることは重要であるが，司法の影響力は一時
的なものでしかないという。
　これらに加えて Vrijendra［1997］は，非組織部門の組織化に取り組む組合
活動家・指導者は職場の事柄のみに関心を持つだけでなく，職場外の社会的な
ネットワークの構築にも進んで取り組むようなことが求められるという見方を
示している。労働者の家庭を尋ねたり，ちょっとした集まりに顔を出したり，
健康や子供の教育などに関心を示したりするなど，労働者の日々の生活にかか
わりを持つことも必要となるという。この職場外における取り組みは，とりわ
け女性労働者の組織化に関連する。非組織部門の女性比率は組織部門よりも高
いことを先に述べたが，とくに女性労働者の組織化には草の根的で社会的慣行
に合った組織化の手法も必要である（Ratna Sen［1997］）。
　女性非組織労働者に関連して，Madheswaran et al.［2005］はカルナータカ
州のビーディー産業の実態を報告しているが，女性労働者の増加は工場から家
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庭ベースへの製造の場のシフトと並行しているという。工場での組織化に比べ
て，家庭ベースで仕事をする労働者の組織化は難しい。また，職場での従業員
の男性正規従業員から請負労働や女性労働者への代替は，アーンドラ・プラ
デーシュ州の産業都市コトゥールでの事例を扱う Vijay［2003］も指摘する。
請負労働者には（国内の）移民労働者も多く，したがって請負労働化は地元の
従業員から移民労働者への代替という側面もある。Vijay［2003］は移民労働
者は組合員ではなく，移民労働者が増えた結果，組合が機能しない点も報告し
ている。就業形態・労働者区分に関しては，RoyChowdhury［2003］は請負労
働者による労働組合に対する正規従業員労働組合の非協力を明らかにしている
が，請負や日雇といった非組織労働者の労働組合への組織化に取り組まなけれ
ば正規従業員の将来も保証されたものではないことは一部では認識されており
（Ramaswamy［1992: 226-227］），たとえば Saini［2006: 915-922］は正規従業
員と非正規従業員のそれぞれの労働組合の協力の結果，前者の争議行動が一定
の成果を上げたことを示している。移民労働者の組織化が困難であることは，
オリッサ州の農村から他州への州間移民労働者の組織化に関する Tripathy 
and Mohanty［1997］が明らかにしている。1992年当時，現地の言葉で「ダダ
ン労働者」（Dadan Labour）とよばれる彼らの組織化は，ナショナルセンター
の CITU 系の１組合が150人を組織するだけであった。組織化が困難であるこ
とから，CITU だけでなく INTUC や HMS といったナショナルセンターも政
府によるイニシアティヴを求めている。
　このナショナルセンターの取り組みに関連して，ナショナルセンターが採用
する戦略としては，ナショナルセンター内に非組織部門担当のセクションや組
合を作る，ナショナルセンター内に非組織部門の労働組合がすでに組織されて
いる場合にはその組合に指針を提供する，非組織部門労働者にも法的支援を広
げる，非組織部門労働者やその社会保障に関する委員会設置を要求する，非組
織部門労働者の問題に関して社会的な機関や政府が反応を示すようにさまざま
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な形で行動を起こす，といった諸点が挙げられる（Shyam Sundar［2006］）。
ナショナルセンターによってアプローチや視点は異なるものと推測されるが，
次の HMS の取り組み（Arun Kumar［1997］）から，ナショナルセンターの
取り組みに関する概観をつかむことはできるだろう。HMS による非組織部門
労働者の組織化では，労働組合教育プログラムを通じた非組織部門での組織化
に対する関心の醸成，家庭をベースとする職業について生産者協同組合モデル
に基づく組織化，３者構成会議や司法を通じた最低賃金や州営従業員保険法な
どの社会保障の適用拡大の政府への働きかけ，また，組織部門の労働組合を通
じたキャンペーンなどが行われるという。非組織部門でも最も重要なイシュー
のひとつが最低賃金であるという指摘は多いが（たとえば Chatterjee［1997］），
最低賃金に関するナショナルセンターの要求は，中央レベルの３者構成会議で
あるインド労働会議で提案された「必要生活費に基づく最低賃金」（Need-
based Minimum Wages）の実現である。組織化以外にも，このような最低賃
金法の遵守や請負労働者の正規化・直接雇用化，退職準備基金や医療の供与，
また政府の福祉プログラムへのアクセスなどについても HMS では取り上げ
る。実現の手段として用いられるのは，デモやアジテーションなどの実力行使
のほか，裁判所への提訴を通じた司法介入（とくに請負労働の正規化に関し
て），仲介人を排除するために労働協同組合の組織化，教育プログラムや社会
経済プロジェクトの実施などさまざまである。
　最後に，非組織労働者の組織化の際に影響を与え得る文脈的な要因として，
次の諸点を挙げることができる（Ahn ed.［2007］）。すなわち，①労働組合の
リーダーシップ，②権利志向の文化の有無，③労働者の意識と教育水準，④組
織部門・組織労働者との近接，⑤労働者に対する市民社会のスタンス，⑥集団
としての非組織労働者の政治的な重み・重要性，⑦近隣における社会のリー
ダーシップ，⑧州の政権政党および政治権力の形成，⑨政府・行政機構，など
である。また，同じく Ahn ed.［2007］は７つの事例報告から見出された非組
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織部門・非組織労働者の組織化に関する戦略として，①非組織労働者に自信を
持たせるようなコンスタントかつ効果的なコミュニケーションの実現，②農村
での意識向上のためのプログラムの開催や労働者のリーダーシップの開発，③
労働者の自信を高めるような取り組みの実施，④労働者の政治的動員，⑤必要
に応じての他の政治組織との協力や協議，⑥有益な行政機構の利用，⑦法的救
済の最大限の利用，⑧人びとの高揚を引き出すような重要な出来事の同定，そ
して，⑨多くの労働者の動員，を挙げている。
　簡単ではあるが，以上が先行研究の明らかにする労働組合による非組織部門
非組織労働者組織化の取り組みである。次節では本節で論じたもののうち，政
党系列下にあるナショナルセンターの有効性（第１項）と女性非組織労働者の
組織化との関連で協同組合等の社会組織とのかかわり（第３項）を，また，い
ずれの政党系列下にもない独立系労働組合について（第２項），検討する。
第３節　非組織部門・非組織労働者の組織化をめぐる政治経済論
　本節は非組織部門・非組織労働者の組織化をめぐる政治経済論である。以下
では非組織部門の福祉基金制度創設型ともいうべき労使関係，独立系労働組
合，そして女性非組織労働者の組織化との関連で協同組合等の社会組織との労
働組合のかかわりについて，順に検討する。
⑴　福祉基金制度創設型の組織化，ナショナルセンター，政府の役割
　前節までにインドの労使関係の特性として，多くの労働組合・ナショナルセ
ンターが政治政党系列下にあり，それが複数組合の一因となっていること，ま
た，そのような組合が政治配慮を優先するあまりにインドの労働組合を弱める
方向に作用してきたことを指摘した。非組織部門の組織化についてはどうか。
非組織部門においても，ナショナルセンターの取り組みを否定的に捉えるも
の，あるいはこれまでの組織化がうまく進まなかったことを明らかにする研究
737
222 早稲田商学第 428 号
は少なくない（Ghosh［1988］，Kannan［1999］，Vrijendra［1997］，RoyChowd-
hury［2005］，Goopu［2007］など）。しかし他方で，前節の CTUO 規模調査
からは非組織部門の組織化が限定的ではあるものの進んでいることが垣間みら
れる。非組織部門の組織化は困難であるため，体力のある大きい組織ほどその
組織化に取り組みやすい側面もあるだろうし，また，系列政党を通じて政策面
で影響を及ぼすことも可能なはずである。事例研究でも一定程度の評価は可能
である。
　インドで非組織部門の組織化がもっとも進んでいる州とされるケーララ州を
みてみよう。Kannan［2002］によれば，ケーララ州ではほとんどの非組織部
門労働者が組合に組織されており，その労働条件の向上に関する取り組みも，
他州に比して大きく進んでいる。ケーララ州で顕著なのは，産業や職業ごとに
設けられる福祉基金（Welfare Fund）を通じた取り組みである。福祉基金は
主として職業ごとに創設される，非組織部門の社会保障・社会保険制度とも位
置づけられるもので，2000年代中盤までに20ほどの基金が創設されている
（NCEUS［2006］）。一般的な福祉基金モデルとしては，その福祉給付は組織部
門労働者の社会保障・福祉を参考にしており，福祉基金は労使拠出で，政府に
よる拠出があるものもある。また基金の運営に当たっては，政労使３者による
福祉基金委員会が構成され，政策イシューについては政府（代表者）に拒否権
が付与される。ただし基金の運営組織は政府が任命するトップと政府省庁のス
タッフが行うという官僚組織的なものである（Kannan［2002］）。実際の福祉
給付はそれぞれの基金によって異なるが，個別項目としては，老齢年金，退職
一時金，退職準備基金，葬儀費，医療手当，母性手当，教育補助，借入・前借，
娘の結婚補助，住居補助，保険，労働災害時補償等などがある（NCEUS
［2006］）。
　通常，この非組織部門における福祉基金は同部門の社会保障制度として位置
づけられているが（Kannan［1999］；佐藤［2003］⑾），労働組合がその活動を
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通じて勝ち取った非組織部門の労働条件という位置づけにもあり，労使関係の
観点からも重要な制度化として評価できる。ただし，ケーララ州に関してはそ
の事情に留意する必要がある。ケーララ州での福祉基金の創設はもちろん活発
な，時に激しい労働運動の結果であるが，同時に，ケーララ州の政治過程でも
ある。ケーララ州では国民会議派，インド共産党，そして共産党分裂後はイン
ド共産党（マルクス主義）がその政権の座をめぐって争っている。各政党には
それぞれ，INTUC，AITUC，CITU という系列下のナショナルセンター（の
州組織）が存在する。この政治構造が，選挙を意識し，政治的ひいきをもたら
し，競争的ポピュリズムの結果として福祉基金の創設に結びついている（Kan-
nan［2002: 21］）。佐藤［2003］はケーララ州の経験を年金・福祉をめぐる公
共政策全体のなかに位置づけ評価するべきとして，ポピュリズムとして否定的
には捉えていない。他方，Kannan［1999］は福祉基金を非組織部門の社会保
障として大きく評価しつつも，行き過ぎたポピュリズムの可能性を懸念する。
福祉基金の創設は組合員資格の問題とも関連することになり，特定労働組合の
みを資する形にもつながりかねない。いずれにせよ，ケーララ州では福祉基金
の創設を通じた非組織部門の労働条件の向上に，政党系列下にあるナショナル
センターの果たした役割が大きかったということである。
　ところで，ケーララ州での政治過程として，1969年に同州の最初の福祉基金
であるトッディ （ーヤシ酒）労働福祉基金が誕生する以前に，全国レベルでは，
1946年雲母鉱山労働福祉基金法によって最初の福祉基金が誕生している。また
これを含めて，石炭を除く鉱山，ビーディー産業⑿，そして映画産業労働者を
対象に，住居，医療，教育およびリクリエーション施設の供与を目的に，これ
までに計５つの福祉基金法が制定されている（Government of India［2010b: 
83］）。ケーララ州以外でも非組織部門における福祉基金の創設に成功している
州・産業もある⒀。福祉基金は皆保険・皆年金を達成していないインドや途上
国にとって重要な社会保障モデルとなり得るだけでなく，すでに述べたよう
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に，非組織部門の労使関係にとっても重要な論点である。このような福祉制度
だけでなく，そもそも最低賃金をはじめとする労働条件を定める国による法制
度は非組織部門・非組織労働者にとってはきわめて重要で，またそれらの法の
履行において，労働組合は非組織部門における意義が問われる⒁。組織部門を
中心とするインドの労使関係の特性としての政府の介入はいくぶん否定的にも
捉えられることがあるが，しかし非組織部門ではむしろ，政府の介入が不可欠
である。
⑵　独立系の労働組合のゆくえ
　第２節⑶の冒頭で1990年代中盤の注目されるイニシアティヴについて言及し
た。政党系列下にない独立系の労働組合が中心となった連合体である，全国労
働センタ （ーNational Centre for Labour，NCL）の1995年の結成がそれである。
NCL を構成するのは非組織部門労働者の組織化を全国的に展開することを視
野に，その組織化に実績を上げてきた独立系の諸組合で，NCL の結成は非組
織部門労働者を代表する「集団的発言」という点で大きな注目を集めた（Kan-
nan［1999］）。たとえば Datt［1997］は，労働組合や NGO 等によるより包括
的な連合体のような組織による取り組みの促進に期待を寄せ，当時誕生間もな
い NCL に国レベルでの３者構成会議への代表権の付与を提案する。しかし少
なくとも結成時の NCL は，正式な労働組合としての立場を優先させるもので
はなかった。以下，NCL 委員長の N. P. サミー（N. P. Samy）氏からの聞き取
り（2007年11月30日実施）である。
　NCL は誕生の４年前の1991年より，非組織部門を組織するいくつかの労働
組合で議論を重ねてきた。これには1991年の経済自由化以降の経済状況と労働
者を取り巻く環境の変化が関連している。当時も業種・部門別には労働組合の
連合体はあったが，非組織部門を代表する１つの声とはなっていなかった。ま
た，全国レベルのナショナルセンターは組織部門に関心があることから，非組
740
225インドの非組織部門における労働組合の組織化考
織部門の代表としてそれらのナショナルセンターに依存するのは完全な失敗で
あると考えていた。そこで NCL の結成に参加した組合指導者・代表者たちは，
全国レベルで非組織部門を代表する労働組合・１つの声があるべきとの考えに
至った。NCL 創設メンバーは，サミー氏が所属する全国建設労働者連合のほ
か，SEWA，全国漁業労働者組織，アーンドラ・プラデーシュ州農業労働組合，
森林労働者組合，また自営業や家事労働者などである。NCL はガンジー主義
者から左派・マルキシストまで広く組織しており，その結成当初の組織規模は
22.5万人であった。2007年現在，150の労働組合が所属し，組合員数は95万人
であるという（いずれも公称）。そのうち農業が40万人を占め，単一組合で最
大のものはアーンドラ・プラデーシュ州農業労働組合（23.5万人）である。
　NCL が政治政党に帰属せず，独立を選択したのは，組合規約などに関する
結成までの議論の結果である。既述のようにNCLはガンジー主義者から左派・
マルキシストまで広く組織していることも一因である。また NCL は，現在の
インドの組合運動が岐路にあるのはすべての主要組合が政治政党の所有物であ
るためと考えている。系列政党が州または中央で政権の座にあれば，政党から
の圧力のため，その系列組合は真に労働者の利益を代表できず，したがって労
働運動は弱体化する。政治的なプロセスが労働組合指導者を規定するようなこ
とがあってはならないということである。他方，政党とのつながりがあれば力
を発揮しやすい部分はあるかもしれないが，政党が組合の要求をすべて通すわ
けではない。政党は選挙や寄付の観点から経営・産業側にも配慮する必要も出
てくる。また NCL は，今日のような連立政権による政策運営は，労働組合の
交渉力を弱めるという認識も持っている。これらのことを勘案して，NCL は
独立の立場を持つべきと判断した。ただし，共通の課題については，政党系ナ
ショナルセンターとプラットフォームを共有している。
　さて当初，NCL は組織形態について，非組織部門の雇用関係の如何や仕事
の性質，また仕事に就くことのできる可能性などを勘案すると，労働組合のよ
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うな伝統的な形態の組織は非組織部門の組織化には適していないと考え，柔軟
な組織形態を目指した。重要なのは非組織部門労働者を組織化することで，ま
たそれによって労働者の問題関心や権利意識を高めることである。そのために
は非組織部門労働者に適した組織形態を促進する必要があり，労働組合法の下
での登録にこだわるべきではない，というのが柔軟な組織形態を目指した理由
であった。
　しかし結成から10年以上が経過した今日，NCL はスタンスを変更し，非組
織部門労働者のみを組織化する唯一の組織として，中央レベルでナショナルセ
ンター（CTUO）として認定されることを目指している。そこで現在は，労働
組合法の下での労働組合登録に力を入れている。このようなスタンスの変更に
は，SEWA の NCL からの離脱と，「労働組合の新しいイニシアティヴ」（New 
Trade Union Initiatives，NTUI）の結成が背景にある。SEWA の離脱は2000
年代に入ってからで，その理由の１つは，NCL が CTUO としての登録に関し
て何のステップもとっていなかったからだという。SEWA は NCL の CTUO
としての登録を主張したが，NCL 創設メンバーの大部分が登録よりも非組織
部門労働者の組織化を優先すべきと考えた。SEWA は NCL 離脱後，2002年
CTUO 規模調査で CUTO に認定されたことは前節で触れたとおりである。
　また NTUI の結成については次のような事情がある。2001年に NTUI を結
成したいくつかの組合は NCL の結成メンバーでもあり，なかには NCL の事
務局組織もあったが，NTUI が結成されたのは，NCL が非組織部門労働者の
組織化のみに特化しているからであったという。彼らは非組織部門だけではな
く，組織部門と一緒に組合運動に取り組むべきと考えた。NTUI の結成に動い
た組合指導者は組織部門出身で，組織部門には請負労働者などの非組織労働者
もいる。彼らはそのような労働者の組織化に集中することを選択した。サミー
氏によると，非組織労働者の組織化に関して，労働者階級で連帯するために結
成されたのが NTUI である⒂。また，先述のように NCL は当初，組織形態と
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して，労働組合としての登録を選ばなかったため，NCL のメンバーであって
も他の労働組合の連合体に参加することが可能であったが，サミー氏によると
NTUI は，NCL との２重のメンバーシップを奨励したという。労働組合の正
式な登録には，２重のメンバーシップは禁じられているので，NCL は労働組
合として正式に登録することで強固な基盤を確保できることになる。この点，
そしてナショナルセンターに認定されることで，３者構成会議等での正式な発
言権が認めらえることを目指したことが，NCL の組合登録へのスタンスの変
更理由である⒃。
　このように，組織化と組合のあり方をめぐる路線の違いから，SEWA と
NTUI 加盟組織は NCL を離れることになった。こうして非組織部門をベース
にする，政党の系列下にない労働組合（連合体）も組織部門と同様に，（内部的）
細分化（Rudolph and Rudolph［1987］）の特性を帯びていることになる。
⑶　労働組合と社会組織の距離⒄
　非組織部門の組織化は労働組合だけが行っているわけではなく，また，労働
組合という形で組織化されているだけではない。協同組合による組織化や，
NGO（非営利組織）をはじめとする社会組織が組織化に取り組んでいる事例
はいくつも報告されている。労働組合以外の組織による非組織部門の組織化の
背景には，労働組合による組織化が効果的には進んでいないこと，また，「労働」
という範疇では組織化が進まないことなどが挙げられるだろう⒅。また，非組
織部門の組織化に当たって労働組合と協同組合を結びつける視点は，実際の組
織化の際に行われることでもあり，とくに非組織部門の女性労働者の組織化に
関しては，ジェンダーの視点を持ち出すまでもなく，きわめて頻繁にその重要
性が指摘される⒆。労働者の厚生の向上のために，NGO や協同組合との協力
を進めるべきという指摘は少なくない（Datt［1997］，Sinha［2004］，Raja-
sekhar and Anantha［2006］，Shyam Sundar［2007a］）。SEWA の取り組みが
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一定程度成功を収めておりまた評価されている点も，協同組合の活動の重要性
が指摘される要因ともなっていると考えられる（太田［2008］）。
　SEWA の労働者の組織化は次のように行われている（Bhowmik［1997］）。
SEWA では，新しい地域に進出するときは社会調査を実施することから開始
する。この調査は組合の組織化担当者が監督するものであるが，実施はローカ
ルのボランティアが担う。調査の目的は組織化担当者がローカルの問題や女性
の経済活動と所得についての理解を深めること，そして，後に組合の責務を担
うことになるそのボランティアが地域の人々に関する知識を獲得すること，の
２つである。その後，労働組合は女性に３～４日にわたる労働組合に関する教
育のクラスを組織する。そこで労働組合の目的や自分たちの仕事に関連する基
本的な法律の説明を行う。このような方法によって，新しいメンバーは組合の
意味や組合における自分たちの役割を知ることができ，組合はより堅固な足場
を築くことができるという。
　非組織部門の女性労働者の組織化の例として，SEWA に次いで，あるいは
同じほどの成功例として挙げられるのが，「インド働く女性フォーラム（Work-
ing Women’s Forum（India），WWF（I））」である。また，バンガロールを拠
点とする NTUI 系組織の「開発のための市民イニシアティヴ（Civil Initiative 
for Development，CIVIDEP）」も有名である。両者はいずれも協同組合やマ
イクロクレジット／マイクロファイナンスの企画・運営にも携わっている。さ
らにいずれも，非組織部門労働者の組織化に当たって労働組合という形態を当
初は採用していなかったものの，その後労働組合の方向に進んだあるいは進も
うとすることを示す事例でもある。
　非組織部門労働者の組織化に関して労働組合と社会組織の関係に触れる研究
では，「労働」に関する取り組みにおける労働組合の絶対的な優位性と NGO
等の社会組織の限界を指摘するものが，少なくとも労働研究者の間では主流で
ある（Bhowmik［1997］，Datt［1997］，Ratna Sen［1997］，Sundaram［1997］，
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Chandra and Pratap［2001］，Shyam Sundar［2003］）。前項でみた NCL は，
共通の課題については NGO 等と一緒に取り組んでいる。たとえば建設労働者
の多くはスラムあるいはスラムのような環境に居住しており，土地や飲み水に
問題がある。このような場合，NGO 等との共同行動が必要になる⒇。他方，
NTUI は，労働環境や労働条件に関する調査などは NGO に依頼するなど，い
くつかの組織と良好な関係にあるが，労働条件の向上に関わる行動はあくまで
労働組合が主導すべきであると考えている。NGO はトレーニングや意識向上
のプログラム等での役割を期待できるが，労働運動のリーダーシップとコント
ロールはあくまでも労働組合が取るべきで，よい NGO は組合のリーダーシッ
プを邪魔しない組織という位置づけである21。既存の労働組合ナショナルセン
ターについては，協同組合でもあるSEWAに対して非常に強い忌避の念を持っ
ていることからも（Shyam Sundar［2006: 906］，Venkata Ratnam［2007］，
太田［2008］），労働運動については労働組合が主導すべきとの立場であると考
えて間違いないだろう。
むすび
　本稿では，労働組合によるインドの非組織部門・非組織労働者の組織化と労
使関係について検討した。本稿のむすびとして，最後にその組織化のモデルに
ついて言及しておきたい。
　第３節では非組織部門・非組織労働者の組織化をめぐる政治経済論として，
福祉基金制度創設型，独立労働組合，そして女性非組織労働者の組織化との関
連で協同組合等の社会組織と労働組合とのかかわりを検討した。第３節の議論
はつまるところ，非組織部門・非組織労働者の組織化に関するモデルに関わっ
ている。Kannan［1999］は非組織部門の組織化にかかわる組織タイプを，農
村での散発的な階級闘争にかかわる革命的政治運動（極左農民運動〔ナクサラ
イト〕），非組織部門の労働組合型組織，そして貧困層のエンパワメントに取り
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組む組織，の３つに分類している。革命的政治運動は除くとして，労働組合型
の非組織部門の組織化は紋切り型のアプローチで，働く貧困層を労働市場にお
いて非常に弱い立場にする貧困の多面的な性質への配慮を軽視していると指摘
する。伝統的な労働組合による組織化が（使用者との）対立的アプローチであ
るとしたら，協同組合や NGO が組織化に取るアプローチは，人びとの経済活
動や日々の活動のサポートを通じた生活水準の向上をも目指す開発主義的アプ
ローチ（RoyChowdhury［2005］）ともいえるようなものである。また SEWA
のアプローチのベースにあるのは「闘争と開発の共同行動」である（Kannan
［1999］）。既存ナショナルセンターが陥りがちな政治組合主義（Political 
Unionism），あるいは経済組合主義（Economic Unionism）に対比された，社
会 運 動 組 合 主 義（Social Movement Unionism）（Kannan［1999］，Ramas-
wamy［2000］，Shyam Sundar［2007b］）というモデル／アプローチもあるだ
ろう。これは，広く市民社会における１アクターという位置づけで労働組合の
活路として指摘されることのある，非組織部門だけでなく貧困問題などの開発
への取り組みも視野に入れるものである。いずれにしても，非組織部門・非組
織労働者の組織化は，組織部門労働者の組織化と同じ戦略は通じないというこ
とである。また，非組織部門の労働条件には政府の介入は不可欠である。ただ
し，そしれが国家・政府の介入なのか，政権政党のパトロネイジによる私的な
介入なのかは注意が必要である。なお，非組織部門は組織部門に比べて指定
カースト（SC）や低カースト層が多い。カースト・アイデンティティの強い
労働組合と，階級闘争的な視点で組織される労働組合では，折り合いをつける
のは相対的には難しいかもしれない。
　第３節でみた福祉基金制度創設型の組織化について，最後に補足する。2008
年末に紆余曲折を経て非組織部門労働者社会保障法が成立した。本法が適切な
形で履行されれば，これまで福祉基金が担ってきた非組織部門の社会保障・福
祉が本法の下の諸スキームに取って代わられることになる可能性がある。その
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とき，労働組合による福祉基金制度創設型の非組織部門労働者組織化モデルが
有効でなくなるという見方も出てくる。しかし現時点では，非組織部門労働者
社会保障法の履行をめぐる進展は緩慢であり，同法の成立以降も福祉基金につ
いて新聞等で報じられることがある。福祉基金は通常，職業ごとによるもので
あるので，均一ではない非組織部門にあって共通の利害を共有しているという
点で，労働者の動員もあるいは相対的には容易かもしれない。したがってしば
らくは，福祉基金の創設や運営を非組織部門の組織化の１つの到達点とみて，
労働組合の取り組み，また非組織部門の組織化を分析することは可能である。
注⑴　本稿では「非組織部門」，「非組織」の名称のみ用いる。原書等において「informal/formal」
となっている場合も基本的にはこれに従う。
⑵　非組織部門の労働者は「非組織部門労働者」で，組織部門の非正規の労働者は狭義の「非組織
労働者」となる。広義の非組織労働者はこの両者を合わせたものである。
⑶　報告書本文では「フォーマルセクター」となっている。
⑷　本稿では断りのない限り，政府と国家（国）を同義として用いる。
⑸　非組織労働者の組織化を目指す労働組合「労働組合の新しいイニシアティヴ」（New Trade 
Union Initiatives，NTUI）副委員長の D. タンカッパン（D. Thankappan）氏への聞き取りより
（2007年11月24日実施）。
⑹　労働改革は企業レベルなど，さまざまなレベルで行われている（太田［2006］）。
⑺　本稿ではナショナルセンターを CTUO と同義で用いている。なお，本調査結果に対して疑問
を呈する指摘もある（たとえば Bhowmik［2007］）。
⑻　最終確定は翌2008年１月であった。
⑼　５大ナショナルセンターのうち，HMS のみいかなる政治政党（あるいは政治信条を持つ組織）
の系列下にもない。本文の以下ではその他の４組織について，略称のあとに系列政党・組織名を
記した。
⑽　本項は一部を太田［2008］に拠っている。
⑾　ただし佐藤［2003］ではいくぶん，福祉よりも老齢年金の定着の観点で論が展開されている。
⑿　カルナータカ州におけるビーディー産業の福祉について論ずる文献として Rajasekhar and 
Anantha［2006］がある。
⒀　そのような例の１つとして，タミル・ナードゥ州の建設労働者福祉基金がある。本福祉基金は
次項でみる NTUI に所属する，すなわち政治政党の系列下にはない独立系の労働組合であるタ
ミル州建設労働者組合事務局長の M. スッブ（M. Subbu）氏が中心となった，10年以上にも及ぶ
強いイニシアティヴの成果である（NTUI 副委員長 D. タンカッパン氏〔2007年11月24日〕，およ
びタミル州建設労働者組合事務局長の M. スッブ氏への聞き取りより〔2008年11月20日〕）。
⒁　この論点は佐藤［2003］が注目するアソシエーション（自発的組織化活動）・中間組織の意義・
役割に関連する。
⒂　NTUI のタンカッパン氏も指摘（2007年11月24日の聞き取り）。NTUI 創設メンバーには元か
ら独立系組合の指導者もいるが，以前に AITUC に所属していた指導者も少なくない。結果的に
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AITUC を離れたのは，政党支配を嫌ったり，政党からの独立を主張して組合から排除されたり
といったことによるという。なお，NTUI は基本的に，１企業に１組合，また１産業に１フェデ
レーションを目指している。
⒃　サミー氏によると，NCL がナショナルセンターとして承認されるにはもう少し時間がかかる
かもしれないという。氏いわく，NCL は４州および４産業・部門での50万人の組織化という基
準は満たしているというが，ローカルの個別組合は，組合登録の際に NCL に加盟している旨を
記し，また上納金を納めていることも文書化する必要がある。その手続き面での不安があるとの
ことであった。
⒄　本項は一部を太田［2008］に拠っている。ここでいう社会組織（social organisation）とは，
非営利組織（NGO）や協同組合などである。
⒅　これは労働者階級という視点からのアプローチでは非組織部門の組織化が必ずしもうまく進ま
ないことを示している。
⒆　たとえば Datt ed.［1997］第４部所収の非組織部門女性労働者の組織化に関する研究と事例参
照。
⒇　N. P. サミー氏からの聞き取りより（2007年11月30日実施）。なおサミー氏の妻は「もう１つの
ノーベル賞」といわれるライト・ライブリフッド賞を受賞した，市民組織「女性の声」（Women’s 
Voice）を主宰するルース・マノラマ（Ruth Manorama）氏で，NCL はこれまでに「女性の声」
をはじめとする組織との共同行動をとっている。マノラマ氏および「女性の声」は家事労働者お
よび線香製造労働者を組織する労働組合にも携わっている。
21　D. タンカッパン氏からの聞き取りより（2007年11月24日実施）。
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